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 図①の事例は、相続財産は 1 億円で、相続人は子Ａひとりの場合である。この場合、子











 図②の事例は、相続財産は 2 億円で、相続人は子Ｂと子Ｃの 2 人の場合である。相続財
産を子Ｂと子Ｃが各 1 億円ずつ相続し、相続税は共に 1,670 万円である。 
 
 
図③の事例は、相続財産は 3 億円で、相続人は子Ｄ、子Ｅ、子Ｆの 3 人の場合である。













相続人 2 人 
※被相続人の遺産 2 億円を 
子Ｂ,子Ｃが 1億円ずつ相続する。 
  （税額 1,670 万円）   （税額 1,670 万円）






 上記図①〜③事例の子Ａ〜Ｆは、皆同じように 1 億円を相続したが、負担する税額は同
じではない。納税者（子）の立場から比較すると、図①の子Ａの税額 1,220 万円に対して、





 図④の事例は、相続財産は 2 億円で、相続人は配偶者の妻乙、子Ａ、子Ｂの 3 人である。
相続財産 2 億円を子Ａが 1 人で相続する（遺留分の問題は考慮しない。以下同じ。）。子Ａ














 図⑤の事例は、相続財産は 2 億円で、相続人は子Ｃ、子Ｄ、子Ｅの子のみ 3 人である。













 2 つの相続で、相続人のうち 1 人が全ての財産（同額）を取得したとした場合（放棄、
遺言書等により起こり得る事例）で、相続人の数は同じでも、家族構成員（相続分が異な


















以下では、第 1 章、2 節に掲げた問題となる事例を相続税課税の「基本的な仕組み」の
イ〜ハに当てはめて検証する。 
 
第１節 基礎控除の定額部分（3,000 万円）の問題  
第１項  定額部分の不公平 
 第１章、第 2 節「問題となる事例」の 1、相続人が子だけの場合の図①〜③について検証
する。上記の相続税の計算における「基本的な仕組み」で、イの基礎控除額の計算式のうち
定額分 3,000 万円の部分に着目する。3,000 万円は、被相続人に一律に与えられる。遺産額
の多寡や相続人の数は関係しない。 
まず、被相続人の遺産額から差し引く基礎控除額を、納税者 1 人当たりに換算すると、子



































































































































































































1988（昭和 63 年）7 月には、養子の数を増やすことによる租税回避行為を防止するた
めに、相続税の計算の基礎となる養子の数に制限が加えられる改正があった。被相続人に
実子がある場合には養子は 1 人、実子がない場合は 2 人まで相続人の数に算入できるとい



















基礎控除の趣旨に反することにならないか。これらの点から、 高裁平成 29 年 1 月 31 日
判例を検証する。 
 
第３項 高裁平成 29 年 1 月 31 日第三小法廷判決
（平成 



























養子縁組をする場合であっても、直ちに当該養子縁組について民法 802 条 1 号にいう「当
事者間に縁組をする意思がないとき」に当たるとすることはできない。 
 















っても、直ちに当該養子縁組について民法 802 条 1 号にいう「当事者間に縁組をする意思
がないとき」に当たるとすることはできない。 
 















































 下図⑥、図⑦の被相続人の遺産額は 5,000 万円である。図⑥は、相続人は 3 人であるが、

















































児童のいる世帯は全世帯の 23.4％となる。その平均児童数は 1.69 人である３５。子供のい
る世帯は、全世帯の 1/4 弱であり、その数は、平均 1人また多くて 2人である。 














第３節 法定相続分で分割の仮定（16 条）  
わが国の相続税制の「基本的な仕組み」の中に、被相続人の課税遺産額を、各相続人が




第１項 家族構成員が異なる場合 事例 1 
第 1 章、第 2 節の図④、⑤の 2 つの相続について、更に、下図④´、図⑤´で詳細に子
Ａと子Ｃの税の負担が公平でないことを論述する。 
図④´、図⑤´の要件は、図④、図⑤と同様に、被相続人の遺産額は 2 億円、相続人の
数は 3 人、子Ａ，子Ｃが 1 人で 2 億円を相続するものとする。 
図④´の相続では、遺産の全部を子Ａが取得するが、その全遺産を一度、妻乙は 1/2、
子Ａと子Ｂは各 1/4（1/2×1/2）の法定相続分で分配して、各々に税率を乗じて各税額を算



























     2億円－4800万円＝1億5200万円
*1
子Ｃ、子Ｄ、子Ｅ   1億5200万円×1/3（法定相続分）×税率*2＝820万円
子Ｃの負担額     820万円×3＝2,460万円









図④´の家族は配偶者である妻乙と子が 2 人であり、図⑤´の家族は子が 3 人である。
この家族の法定相続分で仮に分配した遺産額に税率を乗じるため、負担する税額が違って


























は、皆同じである。被相続人の遺産 2 億円を、子Ｃは 1 億 2,000 万円（法定相続分より多
















































































































東京高裁平成 23 年 9 月 21 日判決 









丙（以下「被相続人」という。）は、昭和 53 年 9 月 19 日に死亡し、相続が開始した。
被相続人には 7 人の相続人である子（丁、乙、戊、Ａ、Ｂ、Ｆ、Ｊ）がいた。相続人乙、
戊及びＢは、昭和 45 年 4 月に公正証書遺言により、被相続人より土地の遺贈を受けた（以
下「遺贈土地」及び「本件遺贈」という。）。被相続人の遺産は、「遺贈土地」のほか「本件
土地 1」があった。「本件土地 1」については、平成 17 年 8 月に相続人は、持分を各 7 分
















































































































































































































































 2000 年以降、相続税の課税根拠として、第 1 項で揚げた④の資産の引継ぎの社会化と























































































































































































































































第２項 基礎控除額 3,000 万円 
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